
(短時間労働者・派遣労働者用 ;常用、有期雇用型)

労働条件通知書

田中太郎  殿
平成23年 5月 27日

○○||〇〇町OO番○○号
事業場名称・所在地 oo工業 (株 )
使 lB者 職 氏 名 代表取締役社長 鈴木 ―郎

契約期間 期間の定めな し、¨       (※
)(“ 鮮 6月 1日 -24年 5月 31日 )

就業の場所 ○○工業 (株)本社配送係
従事すべき

業務の内容 製品の出荷管理全般

始業、終業の

時刻、休憩時

FH5、 就業時転

換 ((1)～ (5)

の うち該当す

るもの一つ に

Oを付 けるこ
と。 )、 所定時

間外労働 の有

無に関す る事

項

｀

li彙 書[:[[曾 ]為 創 こ適鴛奮」 ξ雲合言
∞ 効

(2)変形労働時間制等 :(  )単 位の変形労働時間制・交替制 として、次の勤務時間の
組み合わせによる。

[鍾 |[祭 l言 |[祭 朧 |
(3)フレックスタイム制 :始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。

(ただし、フレキシフ・ルタイム (始業) 時 分から 時 分、
(終業) 時 分から 時 分、

コアタイム    時 分から 時 分)
(4)事業場外みなし労働時間制 :始業 ( 時 分)終業 ( 時 分)
(5)裁量労働制 ;始業 ( 時 分)終業 ( 時 分)を基本とし、労働者の決定に委ね
る。

○詳細は、就業規lll第 8条
2 休憩時間 (ω )分
3 所定時間外労

体    「:
及 び

tll 務  ‖

休    暇

:算暑満i甘選:書雪見渕 s[1他
(

・ 1年 l14位の変形労働時間制の場合一年rH5  日
(動務 ‖)

海週 (      )、 その他 (      )
(♪詳細は、就業規則第 9条

)

)

1 年次布給休暇  6か 月継続勤務 した場合→    10日

継続勤務 6か月以内の年次有給休暇  〈有 てD
‐→ か月経過

‐
で   日

時 FIl単位11体 ()・ 無 )

2 代替体IFl(有くD
3 その他の休暇 有給 (生理体暇、慶弔体暇 )

無給 (          )
○詳細は、就業規則雛 0条=策

―条=策
―条"第―条

(次頁に続 く)



賃   金 基本賃金

6こ 筈婚 (剛 昌|:口

 日給 (

二 出来高給 (基本単価   円、保障給
ホ その他 (     円)
へ 就業規則に規定されている賃金等級等

諸手当の額又は計算方法
イ 鍾勤手当 7.50円  /計算方法 :通勤定期代の実費
口 (  手当    円 /計算方法 :

ハ (  手当    円 /計算方法 :

二 (  手当    円 /計算方法 :

所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超 月60時間以内 ( I )%
月60時間超 ( 幹 )%

所定超 ( 25 )%
口 休日 法定休日 (35 )%、 法定外体日 (   )%
ハ 深夜 ( % )%
賃金締切日 (基本給)―毎月 2Kl日 、(手当 )―毎月 20日
賃金支払日 経本紛 ―毎月 25日 、(手当 )一毎月 25日
賃金の支払方法 (銀行振込       )

17 労使協定に基づく賃金支払蒔の控除 ①

'8 
昇給 ( 有 (時期、金額等
:9 賞与 ( 有 (時期、金額等
110 退職金 ( 有 (時期、金額等

＞

∫

有

＞

＞

退職に関す

る事項

1 定年制 ( o ( 
“

歳) , 無 )
2 継続雇用制度 ( 有 (  歳まで) , 無 )
3 自己都合退職の手続 (退職する 14日 以上前に届け出ること)
4 解層の事由及び手続

○詳細は、ξ茫 鰊 戴 量|ど 1(1『

)」こよる。解雇については、原則

〕

そ の 他
警禽役段9馨含埼

況

磋5ず
墾
謡計マ

C塑壁聾ジ 厚生年金基金 その他

その他
〔。。ェ業(株)蔵業規則による

具体的に適用される就業規則名 (         )

( ) )

〕

※ 「契約期間」について 「期間の定めあ りJと した場合に記入

[自 動的に更新する

契約の

。その他 (

更新の有無 11 契約の更新の有無

契約の更新は しない・その他 ( )]
2

・lJJ務成績、態度 ・能力

)〕

・従事している業務の進捗状況

※ 以上のほ力ヽ ま、当社就業規則による。
※ 短時間労働者の場合、本通知書の交付は、労働基準法第 15条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者
の雇用管理の改善等に関する法律第 6条に基づ く文書の交付を兼ねるものであること。
※ 登録 Ftl派遣労働者に対 し、本通知書 と就業条件明示書を同時に交付する場合、両者の記載事項の うち一致
事項について、一方を省略 して差 し支えないことぃ


